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◆景気全体の動き

景気動向指数（2018年6月～2022年5月［速報値］）

【データ出所】大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター「景気動向指数」、内閣府「景気動向指数」

注）2015 年＝100。 2

※ＣＩ（コンポジットインデックス）

景気動向を反映すると考えられる複数の統計指標の変化量を合成したもの

上昇時：景気の拡張局面
低下時： 〃 後退局面

◆急上昇＝回復
可能性高い

◆急降下＝失速テンポが急



・企業【業況判断】：ＤＩは２四半期ぶりの改善（３月下旬に「まん防」解除）

・【出荷・売上高】：ＤＩは２四半期ぶりの改善（非製造業・中小企業の２ケタ改善）

・【資金繰り】：ＤＩは２四半期ぶりの改善

・【雇 用 面】：不足感ＤＩは４四半期ぶりにやや改善

・来期【業況判断】：改善の見通し（今期に続き２四半期連続）

景気は、持ち直しの動きがみられる
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「景気観測調査(2022年４～６月期)」

○調査時期：2022年５月下旬～６月中旬

○回答企業数：1,914社

(大企業6.1%、中小企業93.9% ／製造業28.9%、非製造業71.1%)

(１) 企業の景況感
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（「上昇」－「下降」企業割合）

製造業

非製造業

合計

ＤＩ

(月期)

(年)

コロナ禍(増減幅)

4-6月期：▲24.7pt

7-9月期：21.5pt

見
通
し

業況判断ＤＩ(前期比・業種別、季節調整済)

(１) 企業の景況感・景気観測調査

【データ出所】「大阪府景気観測調査（大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター）」。
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・半導体等電子部品、医薬品などが増加

・中国、ＥＵ、米国など全ての地域向けで増加

●外需は、16か月連続の増加
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・投資：投資意欲は上向き、住宅建設も３か月ぶりの増加

・消費：百貨店・スーパー販売は増加、家電販売も増加、

新車販売は減少

●内需は、新車販売以外は好調

輸出・内需ともにおおむね上向き

(２) 需要サイド：輸出・投資・消費
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【データ出所】大阪税関「近畿圏貿易概況」、日本銀行「東京インターバンク相場（月中平均）」。

(２) 需要サイド：輸出の動き
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設備投資ＤＩ（業種別）

【データ出所】「大阪府景気観測調査（大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター）」。

(２) 需要サイド：設備投資の動き・景気観測調査
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【データ出所】経済産業省『商業動態統計』。

(２) 需要サイド：消費の動き

【大阪府は２か月連続のプラス】

※早い梅雨明けで外出増／気温上昇でエアコン好調

◆全国の動き

増加品目 減少品目

通信家電、ｶﾒﾗ類、
生活家電 等

AV家電、情報家電 等
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【データ出所】近畿経済産業局『大型小売店販売状況（近畿地域）』。

【大阪府6月・業態別前年同月比】

• スーパーがやや苦戦

百貨店 スーパー

15.3 -2.2
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10【データ出所】（社）日本自動車販売協会連合会、（社）全国軽自動車協会連合会。

新車販売台数（2019年5月～2022年6月速報値）

(２) 需要サイド：消費の動き 【全国6月：生産台数の減少】

 コロナ禍・ウクライナ侵攻等の影響

➡ 半導体・電子部品の製造・流通遅滞
※回復は年末か



・生産指数：前月比(↘)、前年同月比(原指数：6か月連続↘)

・原材料価格：ＤＩは２四半期ぶりにプラス幅が拡大

・製／商品単価：ＤＩは３四半期連続のプラス水準

・営業利益：判断・水準ＤＩともに２四半期ぶりの改善

●生産は、弱い動きが続く
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・雇用：４四半期ぶりに不足感が改善、来期も改善

・有効求人倍率：前月比(↗)、近畿の失業率：前年同月差が悪化

●雇用は不足感が改善、失業率は再び悪化

(３) 供給サイド：生産・企業経営
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鉱工業生産指数（2019年5月～2022年6月）

【データ出所】経済産業省『鉱工業指数』、近畿経済産業局『鉱工業生産動向』、大阪府統計課
『大阪の工業動向』。大阪府は2015年＝100。

(３) 供給サイド：生産の動き
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原材料価格ＤＩ（規模別、前期比）

【データ出所】「大阪府景気観測調査（大阪産業経済リサーチセンター）」。

(３) 供給サイド：企業経営の状況・景気観測調査
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営業利益判断ＤＩ（規模別、前期比、季節調整値）

【データ出所】「大阪府景気観測調査（大阪産業経済リサーチセンター）」。

(３) 供給サイド：企業経営の状況・景気観測調査
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雇用不足感ＤＩ（業種別）

【データ出所】「大阪府景気観測調査（大阪産業経済リサーチセンター）」。

(３) 供給サイド：企業経営の状況・景気観測調査



(３) 供給サイド：企業経営の状況

有効求人倍率・完全失業率（2019年5月～2022年6月）

【データ出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」、総務省「労働力調査」。
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どうなる？アフターコロナの

大阪（宿泊施設編）



・受け皿不足➡「民泊」登場

・民泊新法(2018年)の整備が後押し、開業加速化

個人の自宅やマンション等の全部又は一部を活用して宿泊サービスを提供

すること(法令上の定義なし)

民泊新法(住宅宿泊事業法) ➡届出

特区民泊➡認定

・安価で手軽⇔利用者増に伴いトラブルも

備品の破壊・窃盗、部屋汚損、喫煙

予約と違う部屋・条件、ホストとの連絡

ゴミ出し、騒音、事故(火事等)、事件(殺人、盗撮等）

❖コロナ禍「前」：インバウンド激増で活況

18

１. コロナ禍前後の宿泊業界の動き

形態

営業申請

ホスト側

ゲスト側

近隣住民

疑問①「民泊は割に合わない？」



・インバウンド中心の施設は大打撃

宿泊専業GH ➡撤退／宿泊＆飲食GH ➡営業時間短縮協力金で延命

廃業・売却 ➡中国資本など新規参入の呼び水？

業態・業種転換：旅館・ホテル業(事業再構築補助金)、賃貸業

売り手市場に乗じて異業種から参入も、すぐに撤退

民泊参入前に購入したマンションを売却

・他業態の施設でも未曽有の事態に

客室の改装(事業再構築補助金)

宴会部門の大幅減、パート・アルバイトの雇い止め

❖コロナ禍「後」：国内外の人流の途絶で苦境に

19

１. コロナ禍前後の宿泊業界の動き

和風旅館

民泊／ゲスト

ハウス／カプ

セルホテル
(簡易宿所の形態含む)

疑問②「インバウンド中心の民泊は、コロナ禍で事業所数が減少？」

シティホテル

大阪メトロ



営業日数、自治体の条例・手続き

初期費用・固定費用

初期投資回収の困難

❖疑問①：民泊は割に合わない？
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２. 民泊に対する疑問の検証

法規制

諸費用

資 金

300万円未満

56.0％

300万円以上

1,000万円未満

15.3％

1,000万円

以上5,000万円

未満

9.9％

5,000万円

以上

13.4％

無回答

5.3％

開業に要した初期費用〈全国〉

 消防設備

 家具・家電

 清掃備品

 リネン類

 Wi-Fi設備

初
期
費
用

 住宅ローン

 賃貸料

 固定資産税

 修繕積立金

 保険料 等

固
定
費
用

年間平均値

（全国）

固定費
（万円）

利益率
（％）

物件全体 182 15.9

一戸建て 104 18.6

マンション 244 14.9

アパート 195 13.1

長屋 225 10.0

寄宿舎 520 9.0

古民家 89 18.8

その他 172 15.6

観光庁「住宅宿泊事業の実態調査」2022年3月より作成。

結
論
：
「
民
泊
運
営
は
コ
ス
ト
が
か
か
る
」

N=2,176

=101件

さ

ま

ざ

ま

な

制

約



届出件数－事業廃止件数

【要因】2019年７月、韓国で「日本製品不買運動」の発生に伴う訪日客の減少

➡競争過多で需給バランスが崩壊

❖疑問②：コロナ禍で事業所数が減少した？
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２. 民泊に対する疑問の検証

届出住宅数
結
論
：
「
コ
ロ
ナ
禍
前
か
ら
減
少
し
て
い
た
」
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法施行日

コロナ禍前に
ピークアウト

ピーク時

の63％



・異常な供給過多での民泊・簡宿・ＧＨの経営は困難

需給バランス改善も、当面受け皿不足はなし

(過度な外注依存の)サイドビジネスでは採算合わず

・価格競争からの脱却：日本(大阪)を安売りしない

価格以外で支持される強みは？

記憶に残る「宿」をめざす

周辺の地域資源(ユニークベニュー)との連携

❖需給バランスをうかがいながら
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３. コロナ禍収束後の業界の行方

水際対策の緩和

コスト構造の改善

クオリティで勝負

宿泊機能＋α

＝体験価値

地道で小さな取り組みから顧客との信頼を構築し、

需要の本格的回復まで生き延びる
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ご清聴ありがとう

ございました


